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【応募機関名称：国立大学法人長岡技術科学大学】 

３．これまでの主な取組と現況 

①知的財産の創出・管理・活用の体制整備 

本学は産学官連携活動及び知的財産創出・活用

活動を統合的・機動的に推進するために産学官・

地域連携／知的財産本部を設置し、さらに当該本

部内に、学内で創出した知的財産を組織的に管理

し、これらを機動的、戦略的な活用を図ることを

目的とする知的財産ｾﾝﾀｰを設置している。 

知的財産ｾﾝﾀｰでは、知的財産委員会（平成16年4

月設置）の下に、知的財産評価専門部会（平成16

年4月設置）と知的財産活用専門部会（平成19年4

月設置）の二つの専門部会を設け、組織的に活動

している。 

上記二つの専門部会には、有能で経験豊富な産

学官連携ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ、発明ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰも、構成員と

して審議・決定に参画し、出願特許の「質」向

上に努めている。 

知的財産評価専門部会は、平成18年度には35回

の開催、99件の発明届の審議、19年度には38回の

開催、95件の発明届の審議を行い、発明の帰属や

出願の是非等を、厳正な評価のもと､原則として届

出から一週間以内に決定している。出願件数は、

平成18年度には99件、19年度には約80件（見込）

となっており、小規模大学としては高ﾚﾍﾞﾙを維持

している。 

また、今年度より設置された知的財産活用専門

部会は、これまでに20回開催され、特許等の出願

に関わる発明届の充実など知的財産活動のしくみ

の改善、特許出願後の権利化手続きの是非や権利

の管理活用等について、科学技術振興機構（JST）

等の第三者機関の協力を得つつ、慎重に審議・決

定している。 

知的財産の創出においては、弁理士、他大学の

教員、科学技術振興機構知的財産戦略室長、民間

企業の知的財産部長、特許庁審査官等の多様な講

師を招き、法人化後8回の特許講演会やｾﾐﾅｰと著作

権ｾﾐﾅ （ー1回）を開催し、教職員や大学院学生及び

地域社会への知的財産活動の啓発に努めてきた。 

また、教職員、大学院学生を対象とした弁理士

による「実践的特許講座」(90分/回×10回)の実施、

「特許申請演習」（正規授業科目）による知的財

産教育の実施、学内へのﾎﾟｽﾀｰ掲示など、教職員･

学生への教育・啓発活動を活発に行っている。 

未公開特許を含む本学所有の知的財産の活用を

促進するために、平成19年6月にJSTと連携した新

技術説明会の開催、また平成20年１月には、ｵﾑﾆ

研究所(承認TLO)との共催で、新技術発表会を開催

した。この二つのｲﾍﾞﾝﾄは共に東京で開催され、民

間企業や国公私立の研究所等から多数の参加があ

り、その後、共同研究に至ったものや、実施に向

けて検討中のものも多数ある。 

その他、ｼｰｽﾞﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝの開催、産学官交流ﾌ

ｪｱの開催、県内外で開催されるｲﾍﾞﾝﾄへの出展等、

大学のｼｰｽﾞと産業界のﾆｰｽﾞのﾏｯﾁﾝｸﾞ活動を積極的

に推進している。 

②利益相反マネジメントの体制整備 

本学では、平成17年2月に「国立大学法人長岡技

術科学大学における法人並びに教職員の利益と責

任の調和に関する方針」(利益相反ﾎﾟﾘｼｰ・責務相

反ﾎﾟﾘｼｰ)を策定すると共に、同年4月に利益相反委

員会を設置し、利益相反の個々の事例に対する審

査、対応方策等を審議する体制整備を完了した。 

③秘密保持体制の整備 

共同研究・受託研究を実施する際には、契約書

の中に秘密保持条項を設けており、技術相談、特

許情報の開示においては、個別に秘密保持契約を

取り交わすこととしている。 

④その他全般に産学連携関連の紛争への対応 

個別特許においては、それぞれの委任弁理士が

対応することとしており、その他の紛争事案に

ついては、原則として大学の顧問弁護士が対応

することとしている。 

⑤その他特筆すべき取組 

本学は工学系の単科大学でもあり、ｿﾌﾄｳｪｱの開

発も多く、特許出願や登録だけでなく、一部は著

作権法上の登録の実績もある。このように、本学

は特許以外の手段でも発明者の創作を知的財産と

して保護しており、多くの経験を積んできている。 

さらに、本学はこれまで「大学知的財産本部整

備事業」において県内5大学で構成された新潟県大

学連合知的財産本部の主要大学として活発な活動

を展開してきた。連合本部を通じた個々の大学

への活動に対する支援や連携は、非常に有益で

かつ実り多いものがあり、知的財産の関連規則

の整備、啓発活動、特許相談等において、顕著

な進展や充実が得られた。 

また、平成19年度に採択された産学官連携ｺｰ

ﾃﾞｨﾈｰﾀは弁理士資格を有しており、特許出願や

審査請求の可否及び拒絶への対応において、有

益な助言があり、強い特許の創出に繋がった。 
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【応募機関名称：国立大学法人長岡技術科学大学】 

４．産学官連携戦略 

本学は、全国高専卒業生の学部修士一貫教育を

主眼とした、大学院に重点を置く新構想大学とし

て昭和51年に設置され、以来、30年有余の間、学

理と実践との絶えざるﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸによる「技術科学

（技学）」を創出し、VOS(Vitality：活力、

Originality：独創力、Services：世の為の奉仕・

社会貢献＝産学連携）の精神をﾓｯﾄｰとして、実践

的・創造的能力を備えた指導的技術者を養成し、

社会に輩出して来た。従って、全国高専との教育

面での連携や人事交流も活発に行われて来た。ま

た、産学官連携活動に注力し、現在の文部科学省

の共同研究制度に先駆けて、昭和56年4月に技術開

発ｾﾝﾀｰを創設して、産学官連携活動を積極的に推

進して来た。 

平成16年の国立大学法人化を契機に全面的な組

織体制整備が実施され、産学官連携活動及び知的

財産の創出・管理・活用活動を統合的・機動的に

推進するための産学官・地域連携／知的財産本部

の設置に至っている。（ｐ.11参照） 

本学の産学官連携活動の基本戦略は、真理探究型

よりも社会や産業が求める革新的基本・基盤技術

の研究開発成果による新産業の創出や画期的工業

技術／製品の開発や、実践的で現場志向の強い工

学技術の開発成果を通じた技術的支援を、きめ細

かく、また、全国規模で展開し、広域地域ｲﾉﾍﾞｰｼ

ｮﾝを巻き起こすことにある。 

 

 

図-1 産学官連携活動の基本戦略 

この目標達成のために、今回の事業では、特に

以下の２点を抜本的・重点的に強化したい。すな

わち、①「大学の知」であるｼｰｽﾞ技術の社会や産

業との円滑かつ実効性のあるｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ手法や体制

の構築、②強い特許の創出のための、より高度な

専門性や業務の質を有する知的財産の創出･管理･

活用に関する手法や体制の構築、である。 

①「産学官連携戦略」に関すること 

【産学官連携活動の広域展開】 

 現代社会が求める全国規模での地域再生・地域

経済活性化・地域ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの実現のためには、従

来の狭義の「地域」の概念や枠組みに捉われず、

それを超越した新たな概念としての広域地域連携、

すなわち「ｽｰﾊﾟｰ地域連携」の実現を目指す必要が

ある。また、技術情報ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽや研究者ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ

の構築に加えてｵｰﾌﾟﾝな情報・人脈ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑを構

築、経験や知識豊富な『専門職人材』による産学

官連携ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ業務の実質化を徹底的に追及し、

全国規模のｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝを目指す。さらにこの広

域連携実現の為に、全国55高専を統括する高専機

構と豊橋技術科学大学との連携を図り、これら3

機関が保有する種々のﾉｳﾊｳやﾈｯﾄﾜｰｸの融合・複合

化・活用を進める。 

【知財業務の集中化・集約化】 

 上記3機関の連携による知的財産関連実務処理

の集約化・集中化を実現し、そのｽｹｰﾙﾒﾘｯﾄ※を生

かした各種知的財産関連実務の質や専門性の高度

化・効率化・迅速化を図ると共に、ｺｽﾄﾀﾞｳﾝやｻｰﾋﾞ

ｽの質の向上を実現する。（※特許出願総件数で300

件超／年・3機関[平成18年度]）また、この5年間

の事業終了時には対平成19年度比で、発明届件数

の約50％増、特許出願件数は審査厳格化と質の向

上を織り込んだ上で約30％の増を見込むほか、共

同/受託研究件数も約40～50％増を目標とする。加

えて、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの開設や上記ｼｽﾃﾑの公開、全国で

の新技術発表会等を通じた情報発信に努める。 

②戦略達成のための｢マネジメント｣に関すること 

 本事業推進上の財源確保に関しては、学長の強

力なﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟの下、特許出願経費や人材確保経費

をはじめとする各種所要経費を競争的資金の間接

経費等から確保する体制が既に構築され、具体的

な実績もあり、事業期間終了後も含めてこの枠組

みを維持・強化する事で十分に対応可能である。

(特許出願経費の予算措置で全国大学等のうち、10

位以内：文部科学省「産学連携等実施状況調査結

果(平成18年度実績)」より) 

③戦略達成の為にあるべき「体制」に関すること 

 戦略展開にあたっては、ｐ．11に示す様に、産

学官連携ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀや発明ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ、教職員等を適

切に配置すると共に、産学官・地域連携／知的財

産本部長をﾍｯﾄﾞとし、各種の連絡会議等を活用し

て体制内の連携を十分に強化し、さらに『高専－

技科大連合・ｽｰﾊﾟｰ地域産学官連携本部』の実質

化と機能強化を推進する。 

地域ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ 
地域再生・活性化

強い特許の創出 
知財業務革新

【2技科大＋全国55
高専の強力な連携】 

【産学官連携活動

の全国広域展開】 

【知財業務の集

中･ ･集約･高度化】 
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【応募機関名称：国立大学法人長岡技術科学大学】 
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５．事業計画 

①「事業計画の特色」に関すること 

本事業計画の特色は、一つには、連携3機関の知

的財産活動の集約・強化であり、他の一つは、産

学官連携(ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ)活動の実質化とその広域展開

である。 

法人化後の各国立大学における知的財産活動の

反省点として、強い特許の創出に向けた業務執行

や体制構築が必ずしも十分でないと思われる。例

えば、特許ﾏｯﾌﾟの作成、先行技術／特許調査、発

明の市場性評価や価値判断等の充実、実質化はそ

の好例である。特許庁からの拒絶理由通知や拒絶

査定等への対応力等は、一般民間企業に比して相

当に劣位にあることは否めない。また、各大学等

が個別にこうした問題の解決をその自助努力で図

りつつあるものの、ｺｽﾄ的にも労力的にも非常に非

効率であり、そのﾚﾍﾞﾙの高度化にはなかなか至ら

ないのが正直な実態ではないかと考える。 

そこで、本事業においては、連携3機関の知的財

産活動の共通的・専門的な機能を思い切って集

約・強化し、そのｽｹｰﾙﾒﾘｯﾄも享受しつつ、ｺｽﾄ効率

や専門性が高く、強い特許の創出に資するような

知的財産権活動が展開可能な体制を構築し、同時

に集約すべき機能と発明の現場に残すべき機能の

分析・整理を確実に行いたい。この点を第一の特

色とし、これらを通じて、特許登録件数の大幅増

加を図りたい。（本事業終了時に対平成19年度比

で、特許登録件数で約100％の増、ﾗｲｾﾝｽ件数で約

200％以上の増を見込む。） 

第二の特色は、日本経済を根底から支えている

全国の膨大な数の中小企業の活性化に向けた高等

教育機関の貢献、と言う課題への挑戦である。本

課題に対して、全国55高専とその統括機関である

国立高専機構、そして、高専と軌を一にする実践

的工学技術の基幹技術／基盤科学の創出を役割と

する2つの技術科学大が、産学官連携に関する技術

情報やﾉｳﾊｳ、人的・地域的ﾈｯﾄﾜｰｸ情報等を出し合

い、それらを高度情報通信ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑとして統合

すると共に、経験豊富なｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀの効果的な配置

によるこのｼｽﾃﾑの活用を通じ、『東北企業の技術

課題に九州の高専＋長岡技科大共同研究発シー

ズ技術がｿﾘｭｰｼｮﾝを提供！』をｺﾝｾﾌﾟﾄとする広域

連携(ｽｰﾊﾟｰ地域連携)を目指した産学官連携(ｺｰﾃﾞ

ｨﾈｰﾄ)体制を構築、全国規模のｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ、地

域ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝを展開する。 

②特色ある活動を行うための｢体制｣に関すること 

 学長及び産学官･地域連携/知的財産本部長の強

いﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟの下、同本部を構成する3つのｾﾝﾀｰの

情報交換をこれまで以上に密にし、有機的な連携

を深める。また、産学連携･知財活動の手法、ﾉｳﾊ

ｳを供出し、全国各高専の活動をﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟする。 

具体的には、高専教員との研究交流、本学の基

本技術と高専の応用技術のﾏｯﾁﾝｸﾞ、各高専・各地

域とのﾘｴｿﾞﾝ活動の推進である。 

そのためにはﾘｴｿﾞﾝﾏﾈｰｼﾞｬｰ、知的財産ﾏﾈｰｼﾞｬｰ

を充実し、連携体制を整える。また、内部の人材

育成もさらに推進し、地域事情や知的財産に精通

した人材確保に努める。 

連携機関であるJSTｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｻﾃﾗｲﾄ新潟、新潟県、

長岡市、協定締結金融機関等にも積極的に働きか

け、全国及び地元の技術ｼｰｽﾞを双方向に提供でき

るような体制作りを目指す。 

③特色ある優れた産官学連携活動についての事業

期間終了後の「将来像」に関すること 

 本事業期間終了後の活動方針としては、前述し

た産学官連携基本戦略の実行をﾍﾞｰｽとしつつ、本

事業計画の両技科大及び高専機構・高専の3機関連

合の「高専—技科大連合・ｽｰﾊﾟｰ地域産学官連携本

部事業」の事業実施業務の「定常業務化」とさら

なる発展を目指す。財政的にも3機関の強力な連携

の下でこれを維持・発展させる。 

 具体的には、本学が得意とする材料・ｴﾈﾙｷﾞｰ、

環境・安全分野等の基本技術や基盤科学ｼｰｽﾞに関

するﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽﾏｯﾌﾟや日本全国の各地域の高専が有

する応用技術ｼｰｽﾞﾏｯﾌﾟとそれらを統合した実践的

ｼｽﾃﾑを構築すると共に、さらに内容の充実を図る。

また、全国各地域の高専との共同研究をテコに中

小・中堅企業の技術ﾆｰｽﾞの掘り起こしとﾏｯﾌﾟ化を

進め、技術ｼｰｽﾞの定常的発掘・更新とｼｰｽﾞとの出

会いを推進し、新技術開発のさらなる活性化を図

る。さらに、知的財産活動の連合本部機能を縦横

に生かして、出願特許の質の向上と強い特許の創

出をより強力に推進する。 

 研究ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄやｻﾎﾟｰﾄ体制については、本学と全

国各高専との共同研究の規模・内容のより一層の

拡大・向上を積極的に進めると共に、産学官連携

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀや知的財産関連ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀの配置強化を進

め、技術移転やﾗｲｾﾝｼﾝｸﾞの規模・内容の実質化を

進めるべく、必要経費及び人的配置にも十分な措

置を講じる予定である。



【応募機関名称：国立大学法人長岡技術科学大学】 

６．事業計画の年度別計画 

〔事業内容〕 

年 度 事業内容 

平成２０年度 

①目標 【スーパー地域･産学官連携本部の基盤整備】 

 本部・拠点校に集約・共通化すべき機能と各現場に残すべき機能を十分に吟味し、

本部の機能設計を進める。 

②事業内容 

【体制整備】スーパー地域・産学官連携本部・拠点高専校の構築 

技科大及び高専の知的財産活動組織の見直しと人材・情報面の流通の活性化 

【人材育成】産学官連携と知的財産に精通した人材の育成 

【情報発信】高専との共催による拠点地域でのｼｰｽﾞﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝの開催(毎年) 

平成２１年度 

①目標 【地域イノベーションの創出】（本格施行） 

 産学連携ニーズ・シーズ出会いシステムの構築のための技術シーズに関する情報

の提供。 

②事業内容 

【研究拡大】高専との共同研究の拡大 

【人材育成】地域ニーズと知的財産に精通した人材の育成 

【情報発信】産学連携ニーズ・シーズ出会いシステムの稼動 

      新技術説明会の開催（毎年） 

平成２２年度 

①目標 【知的財産の質的拡大・流通】（評価と改善） 

 各高専との共同研究をテコとした地域技術ニーズの掘り起こしとそれに対応した

解決法や新技術の開発 

②事業内容 

【体制整備】ワンストップサービス機能の本格始動 

【研究拡大】高専と連携した研究分野別プロジェクトの立ち上げ 

【人材育成】強い特許の創出を目的とする人材の育成 

【情報発信】全国技術ニーズ・シーズマップの作成と公開 

      産学連携ニーズ・シーズ出会いシステムの評価と充実 

平成２３年度 

①目標 【知的財産の流通・技術移転】 

 本学－高専による地域中小企業との実施化に向けた共同開発と地域イノベーショ

ンの創出サイクルの展開 

②事業内容 

【研究拡大】実用化に向けた技科大－高専－企業との共同研究プロジェクトの増加

地域ニーズの掘り起こしと研究シーズのマッチング 

【人材育成】地域ニーズと技術シーズをマッチングできる人材の育成 

【情報発信】地域自治体（地域ニーズに応じた）と連携した産学官連携イベント等

の増加 

平成２４年度 

①目標 【スーパー地域・産学官連携本部の自立化】（発展） 

 全国的ネットワーク（人材ネットワーク）を利用した技術移転の積極的展開 

 定常業務への移行（最適化） 

②事業内容 

【情報発信】産学連携ニーズ・シーズ出会いシステムの本格的運用 

【体制整備】各高専等の担当教職員による人材ネットワークを利用した産学連携活

動の展開、自力運営に向けての最適化 
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【応募機関名称：国立大学法人長岡技術科学大学】 

６．事業計画の年度別計画 

〔数値目標〕                       ※()中は、3機関の合計 

①発明状況 

 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度  

 発明届出件数 １１０件

(３４０件)

１２０件

(３７５件)

１３０件

(４００件)

１４０件 

(４２０件) 

１５０件

(４４０件)

    ②特許取得及び管理状況                                                       

特許権（国内） ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 

出願件数 ８８件

（２７８件）

９６件

(２９４件)

１０４件

（３１０件）

１１２件 

（３２３件） 

１２０件

(３２５件)

登録(権利化)件数 １０件

(２５件)

１２件

（３２件）

１５件

(３９件)

１８件 

(５０件) 

２０件

(５３件)

 

保有件数 ３４件

(１０７件)

４４件

(１３７件)

５４件

(１７１件)

６４件 

（２１３件) 

７４件

(２５４件)

    ③特許権（国内）のライセンス等収入 

実施許諾・譲渡 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 

件数 ５件

(３２件)

８件

(４２件)

１２件

(５３件)

１７件 

(６５件) 

２３件

(８３件)

件数（ＴＬＯ経由） ２件

(２０件)

３件

(２６件)

４件

(３１件)

５件 

(３７件) 

６件

(４５件)

収入額 1,250千円

(5,950千円)

2,000千円

(7,600千円)

3,000千円

(9,500千円)

4,250千円 

(11,650千円) 

5,750千円

(14,050千円)

 

 

 

収入額（ＴＬＯ経由） 500千円

(4,200千円)

750千円

(5,350千円)

1,000千円

(6,200千円)

1,250千円 

(7,150千円) 

1,500千円

(8,300千円)

    ④共同研究（国内）受入実績 

 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 

受入 

件数 

９０件 

(９００件) 

１００件

(１,０１０件)

１１０件

(１,０８０件)

１２０件 

(１,１５０件) 

１３０件

(１,２３０件)

 

 

受入額 150,000千円 

(803,075千円) 

165,000千円

(884,075千円)

182,000千円

(959,075千円)

200,000千円 

(1,035,075千円) 

220,000千円

(1,127,075千円)

    ⑤受託研究（国内）受入実績 

 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 

受入 

件数 

８０件 

(４２０件) 

８５件

(４６０件)

９０件

(４９０件)

９５件 

(５２０件) 

１００件

(５４０件)

 

 

受入額 662,000千円 

(2,069,315千円) 

728,000千円

(2,225,189千円)

800,000千円

(2,388,289千円)

880,000千円 

(2,560,703千円) 

968,000千円

(2,742,488千円)
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【応募機関名称：国立大学法人長岡技術科学大学】 

 ⑥その他特色ある産学連携活動 

 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度

高専との共同研究 60件 70件 75件 85件 95件

高専との共同出願 ５件 ６件 ７件 ８件 ９件

連携機関（ＪＳＴ，ＴＬＯ，金融機関

等）との新技術説明会の合同開催 

２回 ４回 ４回 ４回 ４回

拠点地域のニーズに応じた，各高専と

のマッチングイベントの開催 

１回 ２回 ２回 ３回 ３回

技術シーズプレゼンテーションの開催 １回 １回 ２回 ２回 ２回

産学交流フェアの開催 １回 １回 ２回 ２回 ２回

高専・長岡技科大教員研究集会の開催 ４回 ４回 ４回 ４回 ４回

内地研究員としての高専教員の受入 １人 １人 ２人 ２人 ２人

高専との人事交流による教員の受入 

              送出 

２人

２人

２人

２人

２人

２人

２人 

２人 

２人

２人

知的財産等講演会・セミナーの開催 ３回  ４回 ４回 ４回 ４回

研修会・研修会(知的財産・産学連携関

係)への参加 

15人 15人 15人 15人 15人

正規授業における知的財産関連科目の

開講（下段：受講者数） 

３科目

240人

３科目

240人

３科目

240人

３科目 

240人 

３科目

240人

産学連携製造中核人材育成事業による

「長岡モノづくりアカデミー」の実施 
１回 １回 １回 １回 １回

ベンチャー創出件数 １件 ２件 ２件 ２件 ２件

高度技術者研修の開催 ２回 ２回 ２回 ２回 ２回

技術開発懇談会の開催 ６回 ６回 ６回 ６回 ６回

発明啓発に関するポスターの作成・掲

示 

２枚 ２枚 ３枚 ３枚 ３枚

教授会において知財活動等報告と啓発 ４回 ４回 ４回 ４回 ４回

高専訪問(出前授業を含む)の実施 150回 150回 150回 150回 150回

オープンハウス(ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ)受入人数 150人 150人 150人 150人 150人

実務訓練(ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ)学生受入企業等

数(上段：国内、下段：海外) 

220機関

25機関

220機関

28機関

220機関

30機関

220機関 

30機関 

220機関

30機関

各種イベントへの成果出展 45件 50件 50件 50件 50件

産学官連携推進会議への参加 12人 12人 12人 12人 12人
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【応募機関名称：国立大学法人長岡技術科学大学】 
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７．資金等計画 

①総表                                    （単位：百万円） 

 19年度（実績） 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 

大学等の総予算 5,846 5,743 5,800 5,800 5,800 5,800

産学官連携戦略全体金額 59 98 105 114 123 130

産学官連携経費割合 1.0％ 1.7％ 1.8％ 2.0％ 2.1％ 2.2％

事業計画分 6 31 35 37 37 37

補助・支援事業 

ＪＳＴ特許出願支援制度 

 

7 

 

 

 

7 7 7

 

7 

 

 

 

7

間接経費等 26 35 37 43 51 56

実施料等収入 0 1 2 3 4 6

その他 20 24 24 24 24 24

計 46 60 63 70 79 86

(うち国内出願等経費) 22 25 27 33 41 46

(うち外国出願等経費) 0 0 0 0 0 0

自
己
負
担
分
（
財
源
） 

負担割合 47.8% 41.7％   42.9% 47.1％ 51.9％ 53.5％

 

②その他（産学官連携人材の派遣・配置）                     （単位：人） 

 19年度（実績） 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 

文部科学省産学官連携 

コーディネーター 

 

 

  １ 

 

 

 

１ 

 

 

 

１ 

 

 

 

１ 

 

 

 

１ 

 

 

 

１ 

 

 

 

 

 



【応募機関名称：国立大学法人長岡技術科学大学】 

７．資金等計画 

③２０年度事業計画の経費内訳                         （単位：千円） 

平成２０年度（７月から翌年３月まで。） 

費目 種別 委託費の額 備考（消費税対象額を記載）

テレビ会議システム 親機 １台

          子機 ３台

      3,000 

      4,500 
 

サーバー機（ＨＰ用）   １台            1,000  

   

   

設備備品費 

          計       8,500  

発明コーディネーター   ３名            8,100   

知的財産マネージャー   １名            1,750  

社会保険等事業主負担分          1,150  

              

人件費 

計           11,000      550 

業務委託費            2,500  

出張旅費           1,000    

人材育成費            2,000  

発明コーディネーター活動費            1,500  

広報活動費       1,000  

イベント開催経費         600  

本部運営費       2,535  

   

業務実施費 

計          11,135  

一般管理費        3,603  

合計            34,238  
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【応募機関名称：国立大学法人長岡技術科学大学】 

８．戦略達成のための体制 
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ﾞｰ
ｼ

ｮ
ﾝ

、

地
域

経
済

活
性

化
へ

展
開

。
(1

)　
産

学
官

連
携

(ﾘ
ｴ
ｿ
ﾞﾝ

)ｺ
ｰ

ﾃ
ﾞｨ

ﾈ
ｰ

ﾀｰ
　

　
２

名
(関

東
　

　
　

以
北

、
関

東
以

西
担

当
)

(2
)　

産
学

官
連

携
(ﾘ

ｴ
ｿ
ﾞﾝ

)ﾏ
ﾈ

ｰ
ｼ

ﾞｬ
ｰ

　
　

１
名

  
 【

集
約

・
強

化
】
　

　
連

合
知

的
財

産
部

門
・
連

携
３

機
関

の
知

財
業

務
を

集
約

、
ｽ

ｹ
ｰ

ﾙ
ﾒ
ﾘｯ

ﾄ(
特

許
出

願
件

数
3

0
0

件
超

／
年

・
3

機
関

を
活

か
し

、
知

財
業

務
処

理
の

よ
り

一
層

の
専

門
性

の
高

度
化

で
強

い
特

許
権

を
目

指
し

、
同

時
に

迅
速

化
・

ｺ
ｽ

ﾄ
ﾀ
ﾞｳ

ﾝ
も

図

る
。

(1
)　

発
明

ｺｰ
ﾃ

ﾞｨ
ﾈ

ｰ
ﾀｰ

　
　

３
名

(材
料

、
　

　
電

気
・
電

子
・
情

報
、

ｴ
ﾈ

ﾙ
ｷ

ﾞｰ
・
環

境
、

ﾊ
ﾞｲ

ｵ
、

　
　

各
分

野
担

当
)

(2
)　

知
的

財
産

ﾏ
ﾈ

ｰ
ｼ

ﾞｬ
ｰ

　
１

名

高
専

-
技

科
大

連
合

・
ス

ー
パ

ー
地

域
産

学
官

連
携

本
部

広
域

オ
ー
プ
ン

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
展

開
↓

地
域

再
生

・
地

域
経

済
活

性
化

！

・
連

合
組

織
等

の
内

容
(1

)　
高

専
機

構
と

長
岡

・
豊

橋
両

技
科

大
が

連
携

、
【
全

国
５

５
高

専
+
２

技
科

大
】
に

よ
る

全
国

規
模

の
【
ｽ

ｰ
ﾊ

ﾟｰ
地

域
産

学
官

連
携

ﾈ
ｯ
ﾄ
ﾜ

ｰ
ｸ

】
を

構
築

。
『
東

北
企

業
の

技
術

課
題

　
　

　
に

九
州

の
高

専
＋

長
岡

技
科

大
共

同
研

究
発

の
ｼ

ｰ
ｽ

ﾞ技
術

が
ｿ

ﾘ
ｭ
ｰ

ｼ
ｮﾝ

を
提

供
！

』
が

ｺ
ﾝ

ｾ
ﾌ
ﾟﾄ

。
①

企
業

ﾆ
ｰ

ｽ
ﾞと

大
学

・
高

専
ｼ

ｰ
ｽ
ﾞ情

報
ﾈ

ｯ
ﾄﾜ

ｰ
ｸ
ｼ

ｽ
ﾃ

ﾑ
＋

②
経

験
豊

富
　

　
　

で
洞

察
力

に
富

む
目

利
き

ﾘ
ｴ

ｿ
ﾞﾝ

人
材

の
組

合
せ

で
、

(2
)　

長
岡

・
豊

橋
両

技
科

大
：

全
国

規
模

の
広

域
地

域
ｲ

ﾉ
ﾍ

ﾞｰ
ｼ

ｮ
ﾝ

を
展

開
→

地
域

再
生

、
地

域
経

済
活

性
化

に
挑

戦
。

基
本

技
術

・
基

盤
科

学
／

特
許

の
創

出
／

高
専

と
の

共
同

研
究

に
よ

る
地

域
ﾆ

ｰ
ｽ

ﾞの
解

決
・
国

内
外

基
幹

産
業

／
大

企
業

と
の

連
携

対
応

。
　

(3
)

高
専

・
高

専
機

構
：
応

用
技

術
・
科

学
／

特
許

の
創

出
／

両
技

科
大

と
の

共
同

研
究

に
よ

る
地

域
ﾆ

ｰ
ｽ

ﾞの
解

決
／

全
国

各
地

域
の

中
小

企
業

ﾆ
ｰ

ｽ
ﾞ掘

り
起

こ
し

・
連

携
対

応
。

連
携

３
機

関
の

知
的

財
産

業
務

を
機

能
集

約
。

ｽ
ｹ

ｰ
ﾙ

ﾒ
ﾘ
ｯ
ﾄ

(4
)　

(例
：
特

許
出

願
件

数
３

０
０

件
超

／
年

・
３

機
関

[
知

財
業

務
処

理
の

よ
り

一
層

の
高

度
平

成
１

８
年

度
実

績
])

に
よ

る
　

　
　

化
・
実

質
化

→
強

い
特

許
の

創
出

、
迅

速
化

・
ｺ
ｽ

ﾄ
ﾀ
ﾞｳ

ﾝ
の

実
現

。
更

に
、

各
現

場
部

門
と

の
最

適
な

業
務

分
担

・
執

行
体

制
の

検
討

・
構

築
。

・
連

携
機

関
の

役
割

分
担

(1
)　

豊
橋

技
科

大
：
連

携
機

関
の

位
置

づ
け

で
は

あ
る

が
、

実
質

的
に

は
応

募
機

関
と

同
格

の
役

割
を

担
う

。
(2

)　
金

融
機

関
：
『
全

国
・
地

域
の

中
小

企
業

の
活

性
化

な
く

し
て

地
域

ｲ
ﾉ
ﾍ

ﾞｰ
ｼ

ｮﾝ
な

し
！

』
を

基
本

に
、

中
小

機
構

、
地

方
銀

行
、

全
国

信
用

金
庫

等
と

の
連

携
ﾈ

ｯ
ﾄﾜ

ｰ
ｸ
を

構
築

。
(3

)　
J

S
T

、
N

E
D

O
、

承
認

T
L

O
、

行
政

機
関

、
商

工
会

議
所

等
：
本

事
業

構
想

の
強

力
な

推
進

に
向

け
た

一
体

的
活

動
を

展
開

。

高
専

機
構

長
岡

技
科

大

豊
橋

技
科

大

←
 基

本
技

術
・
基

盤
科

学

　
　

国
内

外
基

幹
企

業
・
大

企
業

対
象

工
学

全
分

野
／

応
用

技
術

全
国

各
地

域
の

中
小

企
業

対
象

材
料

・
ｴ
ﾈ

ﾙ
ｷ

ﾞｰ
・

環
境

・
安

全
分

野
等

IT
・
情

報
・

半
導

体
分

野
等

共
同

設
置

連
携

協
力

応
募

機
関

応
募

機
関

 連
携

機
関

共
同

設
置

共
同

設
置

                              （１代表応募機関１ページ） 10



【応募機関名称：国立大学法人長岡技術科学大学】 

８．戦略達成のための体制 

〔応募機関の体制図〕 

応募機関における産学官連携組織の責任者 

  氏 名： 川崎 篤（平成20年3月31日まで）、西口 郁三（平成20年4月1日から） 

  役 職： 長岡技術科学大学 理事・副学長（産学官・地域連携、情報担当） 

（体制図）長岡技術科学大学産学官連携体制図 

 

 工学部        

 工学研究科 

 技術経営研究科 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      連携 

 

   

  

 

 

・連携機関の役割分担 

本学には本部機能に対応する支部を置き、主に国内外基幹産業／大企業との連携の下に、従来から

顕著な実績を残している材料・エネルギー・環境・安全分野等における基本技術・基盤科学を開発し、

関連する特許の創出を行う役割を分担する。 

また、本学及び高専機構・高専がこれまで培ってきた産学官連携や知的財産活動面での手法・ノウ

ハウ等を互いに供出し、産学官連携や知的財産活動をより高度化する。さらに、各高専との活発な共

同研究を通じて、全国に存在する各種地域企業ニーズを発掘し、本学が持つ基本技術と高専が持つ応

用技術とを連携・融合させることにより、ニーズとシーズの出会いの全国展開を推進し、地域ニーズ

の解決法や新技術を創出すると共に、活発な技術移転を展開する。      

学 長 

テクノインキュベーショ
ンセンター 
 
◆リエゾン支援 
◆キャンパスインキュベ
ーション活動 

◆研究情報交流 
◆各高専との地域での研
究交流 
（リエゾン活動の連携） 
 
○リエゾンマネージャー
（３名） 

○シニアマネージメント
アドバイザー（２名） 

○事務補助スタッフ（2
名） 

技術開発センター
 
 
◆企業等との共同研究 
◆大学院生に対する総合
的実習 

◆高専教員との研究交流 
 
 
○専任教員（1名） 
○事務補助スタッフ（1名）

知的財産センター
 
 
◆知的財産の創出・取得・
管理・運用 
◆知的財産創出の啓発 
◆高専との知財活動の連携 
◆基本技術との応用技術の
マッチング 
 
○文科省産学官連携コーデ
ィネーター（1名） 

○発明コーディネーター（1
名） 

○知的財産マネージャー（1
名） 

高専－技科大連合・スーパー地域産学官連携本部

連携 

国立高等専門学校機構、豊橋技術科学大学 

新潟県、（財）にいがた産業創造機構、長岡市、長岡市商工会議所、ＪＳＴイノベーション 

総務部産学・地域連携課 《事務組織》 

○専任職員（6名） ○事務補助スタッフ（4名） 

産学官･地域連携／知的財産本部 

本部長：理事・副学長（産学官･地域連携、情報担当） 

条金融公庫、中小企業金融公庫新潟支店、商工組合中央金庫長岡支店 他 

サテライト新潟、 新潟ＴＬＯ、オムニ研究所、 北越銀行、大光銀行、長岡信用金庫、三 

                              （１応募機関３ページ以内） 11



【応募機関名称：国立大学法人長岡技術科学大学】 

                              （１応募機関３ページ以内） 12

 ９．機関の概要 

 

①本部所在地：新潟県長岡市上富岡町１６０３－１  

 

②機関の組織の概略：学部は、工学部７課程、大学院は、工学研究科の修士課程７専攻、博士後期課程

４専攻及び技術経営研究科の専門職学位課程１専攻からなり、附属図書館、学内共同教育研究施設とし

て19センターを設置している。 

 また、事務局は、３部、10課、２室で組織されている。 

 

③学部等・教員数： 

教 員 数  

学 部 等 名 教授 准教授 講師 助教 助手 

 

キャンパスの所在地 

 工学部 ７５名 ７０名 ３名 ６０名 ３名  新潟県長岡市上富岡町1603-1 

 大学院技術 

経営研究科 

５名 ４名     同上 

    

    

    

    

    

  計 ８０名 ７４名 ３名 ６０名 ３名 合計 ２２０名 

 

④キャッシュフロー計算書又は資金収支計算書（平成18年度）：  

 （資金収支計算書の様式）                         （単位：円） 

収入の部 

大科目 予算 決算 差異 

業務活動による収入 6,382,000,000 6,640,176,115 258,176,115

投資活動による収入 30,000,000 67,250,000 37,250,000

財務活動による収入 0 0 0

前年度よりの繰越金 356,000,000 1,075,348,252 719,348,252

収入の部合計 6,768,000,000 7,782,774,367 1,014,774,367

支出の部 

大科目 予算 決算 差異 

業務活動による支出 6,165,000,000 5,677,824,898 △487,175,102

投資活動による支出 383,000,000 568,043,066 185,043,066

財務活動による支出 0 89,642,179 89,642,179

翌年度への繰越金 220,000,000 1,447,264,224 1,227,264,224

支出の部合計 6,768,000,000 7,782,774,367 1,014,774,367



【応募機関名称：国立大学法人長岡技術科学大学】 

１０．「知的財産の創造、保護及び活用に関する推進計画」（平成15年7月知的財産戦略本部

決定）への対応状況等について 

⑥各大学の創意工夫に基づく特色ある大学知的財

産本部の整備・充実・強化を図る。 

①大学知的財産本部とＴＬＯが連携し各種方針・

ルールの策定等の機能強化を図る。 

☑ 対応済   □ 対応できていない ☑ 対応済   □ 対応できていない 

「新潟ティエルオー」及びオムニ「研究所(承認

TLO)」と業務提携を締結し、知的財産権等の活用

を戦略的かつ効果的に推進している。 

 

 学内の「ﾃｸﾉｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ」､「技術開発セン

ター」及び「知的財産センター」の３センターを

統括する「産学官・地域連携/知的財産本部」を設

置し、産学連携及び知的財産に関する活動を組織

的かつ効果的に推進している。  

http://www.nagaokaut.ac.jp/ ②社会貢献が研究者の責務であることを大学等に

おいて明確に位置付ける。  

⑦知的財産の創出・保護・活用に関する基本的考

え方を確立する。 

☑ 対応済   □ 対応できていない 

「産学官連携ポリシー」及び「知的財産に関する 

指針」において明確に位置付けている。 

 さらに、教授会等において周知を図っている。 

☑ 対応済   □ 対応できていない 

http://www.nagaokaut.ac.jp/ 

 

③研究者の業績評価は研究論文等と並んで知的財

産を重視する。 

☑ 対応済   □ 対応できていない 

 教員評価において、評価項目に掲げ、重要な評

価対象としている。 

 

 

 

④透明性・公正性に配慮した評価システムを構築

し学内に周知する。 

☑ 対応済   □ 対応できていない 

 学内において、教員評価システムを構築し、透

明性・公正性を持たせている。 

 

 

 

 

⑤発明に関する権利を承継し実施料収入を得た場

合の発明者個人に還元すべき金額の支払ルールを

明確化する。 

☑ 対応済   □ 対応できていない 

 学内規程の「職務発明等に対する補償金支払い 

要領」を定めている。 

 

 

 

「知的財産に関する指針」を定めている。 

 

http://www.nagaokaut.ac.jp/ 

 

⑧産学官連携と知的財産管理機能を集中し産業界

からみた窓口の明確化を進める。 

☑ 対応済   □ 対応できていない 

 学内の「ﾃｸﾉｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ」､「技術開発セン

ター」及び「知的財産センター」の３センターを

統括する「産学官・地域連携/知的財産本部」を設

置し、各センターの役割によって窓口を明確化し

ている。 

http://www.nagaokaut.ac.jp/ 

 

⑨知的財産の機関一元管理を原則とした体制を整

備する。 

☑ 対応済   □ 対応できていない 

知的財産センターにおいて機関一元管理するこ

ととしている。 

http://www.nagaokaut.ac.jp/ 

 

⑩特許出願しない発明の研究者への還元や自らの

発明を異動先で研究継続できるような柔軟な措置

を講じる。 

☑ 対応済   □ 対応できていない 

機関帰属としない発明は、発明した研究者の帰

属としており、また、異動先で発明を研究継続で

きるよう柔軟に対応している。 

 

（「１０．知的財産の～」１応募機関２ページ以内）      13



【応募機関名称：国立大学法人長岡技術科学大学】 

（「１０．知的財産の～」１応募機関２ページ以内）      14

 ⑪産学官連携ルール（営業秘密、共同研究による

知的財産の帰属等）や契約書の雛形などを整備し

外部に公表する。  

 

 

☑ 対応済   □ 対応できていない 

産学官連携ポリシー、知的財産に関する指針、

共同研究・受託研究の取扱規程はホームページで

公開しているが、契約書の雛形は外部からの希望

に応じ開示している。 

  

 

⑫企業と大学等の協議結果を踏まえた共同・受託

研究契約の締結ができるよう柔軟性を確保する。 

  ☑ 対応済   □ 対応できていない 

協議は、特に不実施補償の条項に関するものが 

多いが、契約締結に向けて柔軟に対応すること 

としている。 

 

 

⑬起業する研究者の求めに応じた権利の移転や実

施権の設定を可能とする柔軟なルールを整備する。 

   □ 対応済   ☑ 対応できていない 

 現時点においては、起業する研究者からの申出 

はないが、権利の移転や実施権の設定を可能とす

る対応としているが、今後起業を志す研究者が考

えられることから、柔軟性を持ったルールを整備

中である。 

 

⑭研究マテリアルの移転条件や移転手続きを定め

たルールの周知を図り、使用の円滑化を図る。               

☑ 対応済   □ 対応できていない 

学内規程「成果有体物取扱規程」を定めている。 

また、学内専用のホームページに掲載すると共に、

教授会等において周知を図っている。 

 

 

 

 

⑮発明者の明確化、共同研究成果の明確化等に資

する研究ノートの記載・管理方法について研究・

教育を実施し研究ノートの使用を奨励する。 

☑ 対応済   □ 対応できていない 

 規程化したものはないが、特許関係のセミナー

等において研究者に対して奨励を図っている。 

 

 



【応募機関名称：国立大学法人長岡技術科学大学】 

１１．現状に関するデータ 

①発明状況 

 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度  

 発明届出件数 ８０件

(１３７件)

７３件

(２０６件)

１０３件

(２７５件)

９９件 

(３１５件) 

９６件

(３０６件)

    ②特許取得及び管理状況                                                       

特許権（国内） １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 

出願件数 ５３件

(１６６件)

８４件

(２３６件)

９９件 

(３１２件) 

８０件

(２５０件)

登録(権利化)件数 ３件

(６件)

３件

(１０件)

５件 

(１０件) 

１０件

(２４件)

 

保有件数 ７件

(３９件)

１０件

(４９件)

１５件 

(５９件) 

２５件

(８３件)

    ③特許権（国内）のライセンス等収入 

実施許諾・譲渡 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 

件数 ０件

(１０件)

０件

(１４件)

１件 

(２１件) 

１件

(３０件)

件数（ＴＬＯ経由） ０件

(０件)

０件

(０件)

１件 

(９件) 

０件

(１４件)

収入額 ０千円

(1,167千円)

０千円

(1,880千円)

281千円 

(3,638千円) 

200千円

(4,195千円)

 

 

 

収入額（ＴＬＯ経由） ０千円

(138千円)

０千円

(1,043千円)

281千円 

(2,879千円) 

０千円

(2,892千円)

    ④共同研究（国内）受入実績 

 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 

受入 

件数 

２７件 

(４３１件) 

４９件

(５５５件)

６９件

(７０８件)

６９件 

(７９３件) 

８３件

(８４６件)

 

 

受入額 58,864千円 

(414,533千円) 

89,864千円

(501,456千円)

163,095千円

(673,717千円)

126,796千円

(603,110千円) 

166,462千円

(723,558千円)

    ⑤受託研究（国内）受入実績 

 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 

受入 

件数 

３７件 

(１７４件) 

４９件

(２４２件)

７４件

(３２４件)

９５件 

(３７７件) 

７１件

(３８６件)

 

 

受入額 163,724千円 

(580,541千円) 

298,512千円

(903,976千円)

534,345千円

(1,675,258千円)

483,136千円 

(1,763,914千円) 

604,252千円

(1,955,018千円)
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【応募機関名称：国立大学法人長岡技術科学大学】 

    ⑥その他特色ある知的財産活動 

 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

高専との共同研究 ０件 ０件 22件 41件 30件

高専との共同出願 ０件 ０件 １件 ５件 １件

新技術説明会の開催  ０回 ０回 ０回 ０回 ２回

技術シーズプレゼンテーションの開催 １回 １回 １回 １回 １回

産学交流フェアの開催 １回 １回 １回 １回 ０回

高専・長岡技科大 教員研究集会の開催   ４回   ３回   ４回   ３回   ４回

内地研究員としての高専教員の受入 １人 ０人 １人 ２人 ０人

高専との人事交流による教員の受入 １人 １人 １人 １人 １人

知的財産講演会・セミナーの開催      ４回 ５回 ２回 ３回 ３回

実践的特許講座(研修)の開催 

 

０回 ０回 ０回 １回 

90分×10回 

０回

研修会・研修会(知的財産・産学連携関

係)への参加 

26人 25人 13人 14人 7人

正規授業における知的財産関連科目の

開講 

１科目 １科目 １科目 １科目 ３科目

産学連携製造中核人材育成事業による

「長岡モノづくりアカデミー」の実施 

１回 １回 １回

ベンチャー創出件数 ３件 ０件   ２件 ０件 ０件

高度技術者研修の開催 ２回 ２回 ２回 ２回 ２回

技術開発懇談会の開催 ６回 ６回 ６回 ６回 ６回

発明啓発に関するポスターの作成・掲示 ０枚 ２枚 ３枚 ０枚 ２枚

教授会において知的財産活動等報告   ０回   １回 ５回   ２回   ３回

高専訪問(出前授業を含む)の実施 149回 122回 166回 145回 135回

ｵｰﾌﾟﾝﾊｳｽ(高専生ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ)受入人数 177人 132人 123人 148人 150人

各種イベントへの成果出展 48件 10件 41件 45件 40件

産学官連携推進会議への参加 12人 12人 11人 ８人 10人

金融機関との産学連携協力に関する協

定の締結 

０件 ２件 １件 ３件 ０件

 

実務訓練(ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ)派遣機関数 

(上段：国内、下段：海外) 

219機関

13機関

207機関

22機関

213機関 

28機関 

213機関 

26機関 

200機関

25機関
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【応募機関名称：独立行政法人 国立高等専門学校機構】 

３．これまでの主な取組と現況 

①【知的財産創出・管理・活用の体制整備】 

 独立行政法人国立高等専門学校機構（以下「高

専機構」）は、法人化により国立高等専門学校（以

下「高専」）５５校を一法人として総括・運営す

るために設置されて以来、理事長の下に「知的財

産本部」「知的財産委員会」「産学連携・地域連

携委員会」を設け、これまで各高専で実施してき

た産学官連携・知的財産活動を組織的に取り組む

ための基本方針等を策定している。現在では、「産

学官連携の基本方針」「知的財産ポリシー」等を

定め、産学官連携・知的財産活動を通じて、高専

の技術・研究成果を地域へ還元するなど、「社会

貢献」を「学生の教育に次ぐ高専の使命」として

明確に位置づけ、高専の活動が促進できるように

支援している。 

 高専機構では、高専が全国に配置しているとい

う組織体制の特色から、知的財産本部の組織体制

に個別管理型知的財産組織を用いている。具体的

には、高専が知的財産の創出（地域共同テクノセ

ンター）・管理・活用（高専知的財産委員会）を

地域の特質等に応じてできるように高専に知的財

産の管理を委任し、知的財産本部は、その高専の

知的財産活動を総括・運営をすることで知的財産

の機関一元管理をしている。しかし、高専の技術

や研究成果を社会に発信し、「地域イノベーショ

ン」の創出へ繋げるためには、専門人材による知

的財産活動の活発化、内部専任人材の育成が必要

であると考える。 

また、高専機構の知的財産は、地元中小企業等

からの実用化を目的とした共同研究（平成１９年

度５８２件）、技術相談（平成１９年度約３，０

００件）等からの創出が多く、出願に対する実施

の件数比が高いことが特色であり、近年では実施

料収入が上がってきている。 

 

②【利益相反マネジメントの体制整備】 

 高専機構では、「利益相反マネジメントポリシ

ー」を平成１９年度末に制定するとともに、高専

機構に利益相反審査会を設置して、高専の産学官

連携活動を適正に推進できるようマネジメント体

制を整備し、高専では、教職員に利益相反に関す

る自己申告書の提出を義務付け、問題が生じない

よう予防体制を構築したところである。 

 

③【秘密保持体制の整備】 

 高専機構知的財産権取扱規則に「守秘義務」に

関する規定を設け、共同研究・受託研究等を行う

高専教職員に対して、秘密保持の義務を課してい

る。また、守秘義務の条項を設けた共同研究契約

書（雛形）の作成、未公開の知的財産のライセン

ス活動を行う際の守秘義務契約の締結等を、教職

員対象の知的財産講習会（年１回開催）において

周知している。 

④【産学連携関連紛争対応】 

 共同研究等の契約締結、研究成果の貢献度確認 

（持分確認）、共同出願契約締結時において、相

手方と十分協議し、紛争を予防している。 

⑤【特筆すべき取り組み】 

（１）学生への特色ある知的財産教育 

 高専は、「創造力ある実践的技術者」を育成す

るため、知的財産マインドの育成（「創造演習」

等）、「明細書」「特許マップ」の作成等を取り

入れたカリキュラム編成による特色ある知的財産

教育を実施している。文部科学省等が主催してい

る「パテントコンテスト」の高専部門（平成１９

年度応募件数４４件）では、特許登録に到った案

件は１２件に上り、専攻科生の長期間（３ヶ月）

実施されたインターンシップにおいては、学生の

アイディアのもとに特許出願をし、実用化にまで

に達した事例もある。また、卒業生のオーナー率

は大卒者の３倍もあることから、高専生の起業家

率は高いと言われている。 

（２）高専を活用した人材育成支援事業 

 平成１８年度から、高専が有する設備やノウハ

ウを活用し、地域の中小企業のニーズに即した講

座と実習を一体的に実施する中企庁との「高専を

活用した人材育成支援事業」に取り組んできた。

これまで、３７高専による中小企業の優れた「技

術力の継承」と「若年技術者の育成」支援事業が

実施され、平成１９年度では、科学技術振興調整

費「地域再生人材創出拠点の形成」で２件の採択

を受けるなど、高専は学生の輩出や地元産業界の

技術者の育成事業によって地域貢献をしている。 

（３）全国規模の地理的スケールメリット 

 日本全国にある高専は地元地域に連携窓口を持

ち、これを高専機構が集約し、高専の技術・研究

シーズと地域ニーズが全国的に流通する「地域イ

ノベーション創出サイクル」を構築し、さらなる

高専の産学官連携・知的財産活動の展開を図る。 
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【応募機関名称：独立行政法人 国立高等専門学校機構】 

４．産学官連携戦略 

①【産学官連携戦略に関すること】 

高専機構は、現在日本全体で取り組んでいる産

業技術力の強化による「地域再生・地域経済活性

化」に対して、５５高専の人材育成力と技術力を

持って、全国規模の「地域イノベーション創出サ

イクル」を構築する。 

高専は、これまで約３５万人の学生を実践的技

術者として地元中小企業をはじめとする産業界へ

送り出し、「地域の高専」として、地方公共団体、

商工会議所、金融機関等、総数３，２００社を超

える高専技術振興会等会員の地元中小企業との産

学官連携活動に取り組み、地域と「顔の見えるネ

ットワーク」でつながっている。高専機構が、そ

の５５高専の「高専-地域」の連携基盤を総括する

ことで、一法人で日本全国に地域の「知の拠点」を

もつ唯一の高等教育機関となり、この規模的スケ

ールメリットを活かして、全国の多様性、自律性

に富んだ「地域イノベーション」の創出を図る次

の施策を打ち出す。 

ⅰ）技科大との産学官連携活動（p.8参照） 

高専と技術科学大学（以下「技科大」）は、学

生への「創造力のある実践的な技術者」養成とい

う教育面での連携や人事交流、近年における共同

研究（平成１９年度実績：長岡３８件、豊橋１０

２件）の実施による連携基盤を基に、中小企業等

が求める「技術課題を技術ニーズに翻訳」できる

高専の教員（技術トランスレーター）の高度化、 

「技術ニーズとシーズの出会いシステム」（p.16

参照）の活用により、産業界から求められている

技術分野や産業分野に合致した産学官連携活動を

実施する。 

技科大とは、「研究分野の共通性」と「技術の

つながり」があり、長岡技科大の材料、環境、豊

橋技科大のIT、半導体分野における最先端領域の

基礎研究と、高専の応用技術を融合させることで、

高専は、技術トランスレーターにより「地域ニー

ズを技術に変換」し、その技術を「強い特許とな

る産業技術」にまで発展させることができる。一

方、技科大は、高専を介して全国の地域に窓口を

持つことができ、産学官連携活動において３機関

が相互に補完し合うことで、戦略的かつ総合的な

取り組みができる。 

 ⅱ）専門人材の育成 

 地域イノベーションを創出するためには、高専

の教育・研究による「知の創造」と、「新しい社

会価値の創造活動」の結合力を強化し、それを支

える人材の育成が必要となる。現時点では、外部

から専門人材を雇用する必要があるが、中長期的

には、知的財産本部の経済基盤の強化という観点

から、「リエゾン機能」「目利き機能」を持つ内

部専任人材の育成・増強を図る。特に、今後高度

化再編を行う高専（宮城地区、富山地区、香川地

区、熊本地区）では、産学官連携専任の教職員の

配置を予定しており、これまで、産学官連携・知

的財産活動を通じて連携をしてきたＪＳＴ（イノ

ベーションプラザ・サテライト）、（独）工業所

有権情報・研修館、発明協会等と連携をして専任

人材育成に取り組み、効果的な地域イノベーショ

ンの創出活動に臨む。 

 このⅰ）・ⅱ）の施策により、高専を窓口に「２

技科大＋５５高専の技術シーズによるワンストッ

プ・サービス」（p.6参照）を全国的に提供する体

制を構築する。 

②【戦略達成のためのマネジメントに関すること】 

 これまで高専の産学官連携活動は、地元中小企

業等との「フェイス ｔｏ フェイス」の地域密着

型にとどまっていたため、多くの地域で活用が可

能である技術シーズの全国的な事業展開を試みて

いなかった。この課題を、高度化再編を行う高専

（以下「拠点校」）に地区の産学官連携活動の中

核として地区の窓口となる「地域イノベーション

センター」を設立し、拠点校間で連携を強化する

ことで全国的に地域イノベーションの創出活動が

実現する組織的な体制を整備する。そして、技科

大との共同研究の拡大、研究分野別の連携プロジ

ェクトの立ち上げ、産学官連携活動の連携により、

高専の技術・研究を応用分野のみならず基礎的な

分野へ展開ができ、質的に拡大した高専の技術シ

ーズを全国へ発信する。 

③【戦略達成の為にあるべき体制に関すること】 

高専がイノベータとしての役割を担うためには、

地元産業界からのニーズと高専のシーズをマッチ

ングできる「リエゾン機能」と、高専の研究成果

を適切に評価することができ、活用（技術移転）

に繋げることができる「目利き機能」を拠点校に

補強し、これまでのシーズの提供による地域連携

に「シーズの評価」や「専門人材の育成」等によ

る連携を加え、広域的な地域振興に寄与する。 

         2              （１応募機関１ページ） 



【応募機関名称：独立行政法人 国立高等専門学校機構】 

５．事業計画 

 

①【事業計画の特色に関すること】 

 高専・技科大による「スーパー地域産学官連携

本部」の事業計画の特色は、高専の「地域共同テ

クノセンター」を窓口に、「２技科大と５５高専

の技術のワンストップ・サービス」を地域産業界

へ提供することにより、「地域イノベーションの

全国展開」を実現するところにある。 

 高専機構の本事業における展開図は、技術トラ

ンスレーターの高度化・育成、リエゾンコーディ

ネーターの広域的マッチング活動のもとに、高

専・技科大の教員シーズと地域産業界のニーズを

集積する「技術シーズとニーズの出会いシステム」

を構築し、地方公共団体やJST等との外部機関との

連携と次の多面的な取り組みにより描かれる。 

〔連携の強化〕拠点校を中心に、市レベルの連携

から、県レベルの強い連携へと展開。 

〔情報発信〕全国高専テクノフォーラム、環境技

術国際シンポジウム（技科大との共催）。 

〔研究活動〕技科大との共同研究の拡大、研究分

野別プロジェクトの立ち上げ。高専連携グリッ

ドプロジェクトによる国内最大級のコンピュー

ティング環境を整備し、創造的研究を支援。 

〔人材育成〕(独)工業所有権情報・研修館、発明協

会等の支援事業を活用した専門人材の育成。 

〔事業化支援〕JSTの大学発ベンチャー創出推進事

業等を活用した高専発ベンチャーの創出、製品

化・事業化に向けた研究支援。アントレプレナ

ーシップサポートセンターによる起業家支援。 

 

②【特色ある活動を行うための体制に関すること】 

本連携本部の機能として、「連合知的財産部門」

と「統合産学官連携推進部門」を設け、「連合知

的財産部門」には、３機関の特許出願件数のスケ

ールメリット（年間３００件以上）を活かして、研

究分野別の発明コーディネーターの配置や、首都

圏の弁理士事務所との業務提携による明細書の充

実、「強い特許」の権利化により質の拡大を図る

ことで、特許登録・ライセンス件数を増加させる。

また、「統合産学官連携推進部門」は、リエゾン

コーディネーターの配置により、地域イノベーシ

ョン創出サイクルの中核的役割を担う。リエゾン

コーディネーターは、高専の地域産業界とのネッ

トワークを基盤に、「東北の地域ニーズに沖縄高

専の技術シーズがマッチング」というような技術

移転を実現するために、地域産業ニーズと高専・

技科大シーズを高専・技科大の「技術ニーズとシ

ーズの出会いシステム」の活用により、技術シー

ズを全国の地域産業界へ発信し、新たな地域イノ

ベーションの創出へと結びつける。 

 

③ 【事業期間終了後の将来像に関すること】 
 平成１９年度における高専の産学官連携活動の

実績は、教員の技術系博士取得者率が約８０％を

占めたことによる研究開発力の向上、共同研究５

８２件・受託研究２５０件の受入れ、特許出願は

１００件以上が見込まれていること等があげられ

る。本事業期間においては、「強い特許」の権利

化・保有、内部専任人材の育成・増強により、地

元中小企業との連携の強化、全国的に展開してい

る大企業等との新しい出会いによる共同研究の拡

大により、３機関の技術シーズの「全国規模のワ

ンストップ・サービス」が全国的に周知されてい

くものと予見する。 

事業期間終了後には、本連携本部のもとに自立

的・効率的な高専の産学官連携・知的財産活動が

継続して実施できるように、本事業期間で育成し

た内部専任人材を拠点校のほか各地区に配置し、

高専の地域密着型産学連携活動を促進させる。ま

た、確立した産学官連携・知的財産の内部専任人

材の育成制度を専門人材が過疎化している地域に

おいて実施し、高専が「知の拠点」として、地元

地域へ幅広い「技術」と「知」を提供する。 

 

 
 

    【地域イノベーション創出サイクル】 
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【応募機関名称：独立行政法人 国立高等専門学校機構】 

６．事業計画の年度別計画 

〔事業内容〕 

年 度 事業内容 

平成２０年度 

①目標 【 スーパー地域・産学官連携本部の基盤整備】  

 高専機構における事務管理の一元化と高専シーズの公開 

 技術シーズとニーズの出会いシステムの構築（その１） 

②事業内容 

【体制整備】 知的財産の事務管理を機構知的財産本部に集約し効率化を図る。 

【人材配置】 専門人材（リエゾン、発明コーディネーター等）の配置により 

       高専シーズを創出し、技術シーズのデータベースを構築。 

【情報発信】 研究分野別技術発表会の開催による高専シーズの発信。（毎年開催）

【人材育成】 地区拠点校の産学官連携担当教職員の育成。（研修 等） 

平成２１年度 

①目標 【地域イノベーションの創出】（本格施行） 

 高専における知的財産活動の啓発 

 技術シーズとニーズの出会いシステムの構築（その２） 

②事業内容 

【情報発信】 地域産業界のニーズを収集し、システムを完成させる。 

【研究活動】 両技科大学との共同研究の拡大。 

【人材育成】 高専教職員を対象とした産学官連携・知財担当者の考課制度導入。 

       （研修会の開催、両技科大との人事交流 等） 

平成２２年度 

①目標 【知的財産の質的拡大・流通】（評価と改善）  

 保有特許の評価 

技術シーズとニーズの出会いシステムを活用したワンストップ・サービスの始動

②事業内容 

【情報発信】マッチングイベントの開催（技科大との共催） 

      技術シーズとニーズの出会いシステムの評価と充実 

【研究活動】高専・技科大による研究分野別プロジェクトの立ち上げ 

【人材育成】中小企業との産学官連携・知的財産関連の人材育成事業（その１） 

【事業化支援】ベンチャー創出支援機能の高専への展開 

平成２３年度 

①目標 【知的財産の流通・技術移転】 

 地域イノベーション創出サイクルの確立 

 

②事業内容 

【情報発信】地域（地方公共団体等）とのイベント共催 

【人材育成】中小企業との産学官連携・知的財産関連の人材育成事業（その２） 

【事業化支援】実用化に向けた地元中小企業等との共同研究の拡大 

平成２４年度 

①目標 【スーパー地域連携本部の自立化】（発展） 

 内部専任人材の補強による技術移転の積極的展開 

 

②事業内容 

【体制整備】本連携本部の自力運営に向けての最適化 

【情報発信】技術シーズによるワンストップ・サービスの全国展開 

【人材育成】産学官連携・知的財産担当教職員の人事考課制度の確立 

      （技科大との人事交流の活発化） 
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【応募機関名称：独立行政法人 国立高等専門学校機構】 

６．事業計画の年度別計画 

〔数値目標〕 

①発明状況 

 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度  

 発明届出件数 １３０件   １５０件 １６０件 １７０件 １８０件

    ②特許取得及び管理状況                                                       

特許権（国内） ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 

出願件数 １２０件 １３０件 １４０件 １５０件 １５０件

登録(権利化)件数 ８件 １０件 １２件 １２件 １４件

 

保有件数 ５４件 ６４件 ７６件 ８８件 １００件

    ③特許権（国内）のライセンス等収入 

実施許諾・譲渡 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 

件数 １５件 ２０件 ２５件 ３０件 ４０件

件数（ＴＬＯ経由） ７件 １０件 １２件 １５件 ２０件

収入額 2,000千円 2,500千円 3,000千円 3,500千円 4,000千円

 

 

 

収入額（ＴＬＯ経由） 1,000千円 1,500千円 1,700千円 2,000千円 2,500千円

    ④共同研究（国内）受入実績  

 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 

受入件数 ６１０件 ６８０件 ７２０件 ７６０件 ８００件

 

 

受入額 367,075千円 397,075千円 427,075千円 457,075千円 487,075千円

    ⑤受託研究（国内）受入実績 

 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 

受入件数 ２７０件 ３００件 ３２０件 ３４０件 ３５０件

 

 

受入額 497,315千円 522,189千円 548,289千円 575,703千円 604,488千円

    ⑥その他特色ある知的財産活動 

 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 

技科大との共同研究  

長岡技科大 １００件 １１０件 １２０件 １３０件 １４０件

     

 

豊橋技科大 １００件 １１０件 １２０件 １３０件 １４０件

 

    ※次のページに「２技科大と５５高専の技術のワンストップ・サービス」のイメージ図 
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【応募機関名称：独立行政法人 国立高等専門学校機構】 
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【応募機関名称：独立行政法人 国立高等専門学校機構】 

７．資金等計画 

①総表                                    （単位：百万円） 

 19年度（実績） 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 

大学等の総予算 86,250 85,053 83,862 82,687 81,529 80,387

産学官連携戦略全体金額 391 428 459 452 463 473

産学官連携経費割合 0.5％ 0.5％ 0.5％ 0.5％ 0.6％ 0.6％

事業計画分 0 28 39 21 21 21

補助・支援事業 

ＪＳＴ特許出願支援制度 

 

 

0 

 

 

 

1 2 3

 

3 

 

 

 

3

間接経費等 165 172 190 200 210 220

実施料等収入 2 2 3 3 4 4

その他 224 225 225 225 225 225

計 391 399 418 428 439 449

(うち国内出願等経費) 20 18 18 18 18 18

(うち外国出願等経費) 1 2 2 2 2 2

自
己
負
担
分
（
財
源
） 

負担割合 100％ 93.2％  91.1％  94.7％  94.8％  94.9％

 

②その他（産学官連携人材の派遣・配置）                     （単位：人） 

 19年度（実績） 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 

文部科学省産学官連携 

コーディネーター 

（高専に配置） 

6 

 

 

 

3 

 

 

 

4 

 

 

 

5 

 

 

 

6 

 

 

 

7 
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【応募機関名称：独立行政法人 国立高等専門学校機構】 

７．資金等計画 

③２０年度事業計画の経費内訳                         （単位：千円） 

平成２０年度（７月から翌年３月まで。） 

費目 種別 委託費の額 備考（消費税対象額を記載）

設備備品費 
マッチングシステム 

（出会いシステム・技術翻訳システム） 
10,000  

業務担当職員（リエゾンＣＤ）２名 8,406  

補助者（リエゾンマネージャー）１名 1,593  

社会保険料等事業主負担分 801  
人件費 

計 10,800 ※消費税対象額 540 

国内旅費（リエソンＣＤ活動費） 3,800  
業務実施費 

計 3,800  

一般管理費  2,460  

合計  27,060  

相補的関係

実践的・創造的能力を

備えた指導的技術者
育成する人材国際的に活躍できる創造

力のある実践的技術者

技術シーズ研究の源泉地域ニーズ

基礎・基盤研究中心

・長岡：材料，環境，

ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ

・豊橋：IT・半導体

保有技術の特徴応用研究中心

大企業対応企業地域の中小企業

長岡・豊橋両地域地域性全国５５地域に広く展開

両技科大高 専

高専と技科大の特徴（強み）

① ２＋５５校によるスケールメリット
② 強い特許の取得
③ 全国展開

スーパー地域連携

地域イノベーションの
創出に貢献

目的

目
指
す
方
向
性

・地
域
貢
献
の
強
化

・人
材
育
成
機
能
の
強
化

目
指
す
方
向
性

・研
究
機
能
強
化

・研
究
成
果
の
活
用

高専と両技科大の相互補完による
地域イノベーションへの貢献

高
度
化
再
編

魅
力
あ
る
高
専
作
り

三機関連携本部の創設
１．ワンストップサービス，２．ニーズとシーズの出会いシステム

３．知財管理の集中、機能化

相補的関係

実践的・創造的能力を

備えた指導的技術者
育成する人材国際的に活躍できる創造

力のある実践的技術者

技術シーズ研究の源泉地域ニーズ

基礎・基盤研究中心

・長岡：材料，環境，

ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ

・豊橋：IT・半導体

保有技術の特徴応用研究中心

大企業対応企業地域の中小企業

長岡・豊橋両地域地域性全国５５地域に広く展開

両技科大高 専

高専と技科大の特徴（強み）

① ２＋５５校によるスケールメリット
② 強い特許の取得
③ 全国展開

スーパー地域連携

地域イノベーションの
創出に貢献

目的

目
指
す
方
向
性

・地
域
貢
献
の
強
化

・人
材
育
成
機
能
の
強
化

目
指
す
方
向
性

・研
究
機
能
強
化

・研
究
成
果
の
活
用

高専と両技科大の相互補完による
地域イノベーションへの貢献

高
度
化
再
編

魅
力
あ
る
高
専
作
り

三機関連携本部の創設
１．ワンストップサービス，２．ニーズとシーズの出会いシステム

３．知財管理の集中、機能化
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【応募機関名称：独立行政法人 国立高等専門学校機構】 

８．戦略達成のための体制 

〔応募機関の体制図〕 

応募機関における産学官連携組織の責任者 

  氏 名：小田 公彦 

  役 職：国立高等専門学校機構 理事 

 

（体制図）国立高等専門学校機構 

 

 

・連携機関の役割分担 

 高専機構は国立５５高専を総括し、各高専は地方公共団体、近隣大学と連携をして地域産業界（ 

地元中小企業）等との強いネットワークを構築して、産学官連携活動を実施している。 

 本事業においては、長岡技術科学大学・豊橋技術科学大学と連携をすることで、両技科大の基礎研

究と高専の応用技術を融合し「技術・研究」の拡大を図り、高専の地域との連携窓口を通じて、高専・

技科大の技術を全国の地域へ還元する。この地域貢献を効率的に実施するために、高専機構はＪＳＴ

等の外部機関と連携し、高専は地域との連携を強化して地区内の連携を拠点校がサポートすることで

組織的に産学官連携活動に取り組む。 
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【応募機関名称：独立行政法人 国立高等専門学校機構】 

９．機関の概要 

①本部所在地：東京都八王子市東浅川町７０１－２ 

 

②機関の組織の概略：独立行政法人国立高等専門学校機構は、５５校の国立高等専門学校を 

         設置・運営する組織として、全国で一つの法人となっているスケールメ 

         リットを活かした取組みを推進し、更なる高専教育の充実を図っている。 

③学部等・教員数 

教 員 数  

学 部 等 名 教 授 准教授 講師 助教 助手 

 

キャンパスの所在地 

函館工業高等専門学校 ３５名 ３６名 ０名 ８名 １名 北海道函館市戸倉町１４-１ 

苫小牧工業高等専門学校 ３５名 ３６名 ０名 ５名 ０名 北海道苫小牧市錦岡４４３ 

釧路工業高等専門学校 ２９名 ３６名 ２名 ４名 ４名 北海道釧路市大楽毛西２-３２-１ 

旭川工業高等専門学校 ３０名 ２９名 ０名 ５名 ０名 北海道旭川市春台二条２-１-６ 

八戸工業高等専門学校 ２４名 ３０名 ４名 ６名 １名 青森県八戸市田面木字上野平１６-１ 

一関工業高等専門学校 ２５名 ２５名 ７名 ５名 ０名 岩手県一関市萩荘字高梨 

宮城工業高等専門学校 ３３名 ３３名 ０名 ７名 ０名 宮城県名取市愛島塩手字野田山４８ 

仙台電波工業高等専門学校 ２１名 ２９名 ０名 １１名 ０名 宮城県仙台市青葉区愛子中央４-１６-１ 

秋田工業高等専門学校 ２４名 ２８名 ５名 ８名 ０名 秋田県秋田市飯島文京町１-１ 

鶴岡工業高等専門学校 ２６名 ３１名 ０名 ５名 ０名 山形県鶴岡市井岡字沢田１０４ 

福島工業高等専門学校 ２９名 ２４名 １７名 ８名 ０名 福島県いわき市平上荒川字長尾３０ 

茨城工業高等専門学校 ３２名 ３１名 ８名 ５名 ３名 茨城県ひたちなか市中根８６６ 

小山工業高等専門学校 ３０名 ２８名 １３名 ７名 ０名 栃木県小山市大字中久喜７７１ 

群馬工業高等専門学校 ２９名 ４０名 ５名 ５名 ２名 群馬県前橋市鳥羽町５８０ 

木更津工業高等専門学校 ２７名 ３３名 ７名 ３名 ５名 千葉県木更津市清見台東２-１１-１ 

東京工業高等専門学校 ３６名 ３５名 １名 ５名 ４名 東京都八王子市椚田町１２２０-２ 

長岡工業高等専門学校 ３６名 ２９名 ５名 ９名 ０名 新潟県長岡市西片貝町８８８ 

富山工業高等専門学校 ２６名 ２８名 ４名 ４名 ２名 富山県富山市本郷町１３ 

富山商船高等専門学校 ２２名 ２２名 １３名 ８名 ２名 富山県射水市海老江練合１-２ 

石川工業高等専門学校 ３３名 ２４名 １３名 ７名 ０名 石川県河北郡津幡町字北中条夕１ 

福井工業高等専門学校 ３５名 ３１名 ６名 ６名 ０名 福井県鯖江市下司町 

長野工業高等専門学校 ３０名 ３７名 ３名 ７名 １名 長野県長野市大字徳間７１６ 

岐阜工業高等専門学校 ３２名 ２８名 ９名 １０名 １名 岐阜県本巣市上真桑２２３６-２ 

沼津工業高等専門学校 ３２名 ２９名 １５名 ５名 ０名 静岡県沼津市大岡３６００ 

豊田工業高等専門学校 ３５名 ３１名 ８名 ５名 ３名 愛知県豊田市栄生町２-１ 

鳥羽商船高等専門学校 １６名 ２８名 ３名 ６名 ０名 三重県鳥羽市池上町１-１ 

鈴鹿工業高等専門学校 ３３名 ２６名 １８名 ６名 １名 三重県鈴鹿市白子町 

舞鶴工業高等専門学校 １８名 ２５名 １１名 ７名 ０名 京都府舞鶴市白屋２３４ 

明石工業高等専門学校 ２９名 ２５名 ６名 ８名 １名 兵庫県明石市魚住町西岡６７９-３ 

奈良工業高等専門学校 ３４名 ２６名 １２名 １０名 ０名 奈良県大和郡山市矢田町２２ 
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【応募機関名称：独立行政法人 国立高等専門学校機構】 

和歌山工業高等専門学校 ２４名 ３１名 ２名 ８名 ０名 和歌山県御坊市名田町野島７７ 

米子工業高等専門学校 ３０名 ２８名 １０名 ９名 ０名 鳥取県米子市彦名町４４４８ 

松江工業高等専門学校 ３０名 ３５名 ３名 ８名 １名 島根県松江市西生馬町１４-４ 

津山工業高等専門学校 ２８名 １９名 ８名 ７名 ０名 岡山県津山市沼６２４ 

広島商船高等専門学校 ２２名 １６名 ６名 ５名 ０名 広島県豊田郡大崎上島町東野４２７２-１

呉工業高等専門学校 ２５名 ２４名 １０名 ５名 １名 広島県呉市阿賀南２-２-１１ 

徳山工業高等専門学校 ２７名 ２０名 ３名 ８名 ２名 山口県周南市久米高城３６３８ 

宇部工業高等専門学校 ３１名 ３１名 １０名 ３名 ４名 山口県宇部市常盤台２-１４-１ 

大島商船高等専門学校 ２２名 １７名 ６名 ６名 １名 山口県大島郡大島町大字小松１０９１-１

阿南工業高等専門学校 ２３名 ２６名 ７名 ７名 ０名 徳島県阿南市見能林町青木２６５ 

高松工業高等専門学校 ２２名 ２２名 １０名 ５名 ２名 香川県高松市勅使町３５５ 

詫間電波工業高等専門学校 ２７名 １８名 ９名 ７名 ０名 香川県三豊郡詫間町大字香田５５１ 

新居浜工業高等専門学校 ３３名 ２８名 １１名 １０名 ０名 愛媛県新居浜市八雲７-１ 

弓削商船高等専門学校 ２１名 １７名 ６名 ７名 ０名 愛媛県越智郡弓削町下弓削１０００ 

高知工業高等専門学校 ２７名 ３２名 １名 ３名 ０名 高知県南国市物部２００-１ 

久留米工業高等専門学校 ３１名 ３３名 ４名 ８名 ２名 福岡県久留米市小森野町１-１-１ 

有明工業高等専門学校 ３５名 ２９名 ８名 ６名 １名 福岡県大牟田市東萩尾町１５０ 

北九州工業高等専門学校 ３１名 ３８名 ５名 ３名 ３名 福岡県北九州市小倉南区志井５-２０-１ 

佐世保工業高等専門学校 ２３名 ２７名 １０名 ３名 ４名 長崎県佐世保市沖新町１-１ 

熊本電波工業高等専門学校 ２６名 ２６名 ３名 ８名 ０名 熊本県合志市須屋２６５９-２ 

八代工業高等専門学校 ２６名 ３３名 ９名 １０名 ０名 熊本県八代市平山新町２６２７ 

大分工業高等専門学校 ２２名 ３０名 ５名 ４名 ２名 大分県大分市大字牧１６６６ 

都城工業高等専門学校 ２５名 ２６名 ７名 ８名 ０名 宮崎県都城市吉尾町４７３-１ 

鹿児島工業高等専門学校 ３２名 ２９名 １１名 ６名 １名 鹿児島県霧島市隼人町真孝１４６０-１ 

沖縄工業高等専門学校 ２２名 ２１名 １０名 ７名 ０名 沖縄県名護市字辺古９０５ 

国立高等専門学校機構 １名 ０名 ０名 ０名 ０名 東京都八王子市東浅川町７０１-２ 

         計1,542名 計1,549名 計369名 計356名 計55名 計3,871名 

【研究分野別】 

教 員 数 
研究分野 

教 授 准教授 講師 助教 助手 
備 考 

一般教養系 469名 533名 174名 22名 0名  

機械系 242名 235名 36名 76名 6名  

電気・電子系 300名 312名 63名 95名 20名  

情報系 174名 164名 33名 58名 16名  

化学系 153名 143名 21名 39名 5名  

建設・建築系 161名 125名 25名 46名 7名  

その他 43名 37名 17名 20名 1名 商船/コミュニケーション/総合系 

 計        1,542名 1,549名 369名 356名 55名 合計3,871名 

 

                              （１応募機関３ページ以内） 11



【応募機関名称：独立行政法人 国立高等専門学校機構】 

① キャッシュフロー計算書又は資金収支計算書（平成18年度）： 

（資金収支計算書の様式）                         （単位：円） 

収入の部 

大科目 予算 決算 差異 

業務活動による収入 84,584,400,000 85,620,197,322 1,035,797,322

投資活動による収入 1,472,120,000 38,258,984,345 36,786,864,345

財務活動による収入 0 0 0

収入の部合計 86,056,520,000 123,879,181,667 37,822,661,667

支出の部 

大科目 予算 決算 差異 

業務活動による支出 81,840,389,000 82,705,662,091 865,273,091

投資活動による支出 4,216,131,000 41,121,977,935 36,905,846,935

財務活動による支出 0 128,413,385 128,413,385

支出の部合計 86,056,520,000 123,956,053,411 37,899,533,411

  ※データ出典：文部科学省ホームページより 

  

 

《参 考》 

 

平成１８年度出願件数 
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【応募機関名称：独立行政法人 国立高等専門学校機構】 

 

１０．「知的財産の創造、保護及び活用に関する推進計画」（平成15年7月知的財産戦略本部

決定）への対応状況等について 

①大学知的財産本部とＴＬＯが連携し各種方針・

ルールの策定等の機能強化を図る。 

☑ 対応済   □ 対応できていない 

 高専機構で、知財ポリシー等を制定し、知的 

財産の活用を図るため、各高専が地元TLOと協定を

締結し、知的財産権の活用等を実施している。 

 

 

②社会貢献が研究者の責務であることを大学等に

おいて明確に位置付ける。 

☑ 対応済   □ 対応できていない 

 

 「産学官連携の基本指針」および「知的財産 

 ポリシー」において明確に位置づけている。 

 

 

③研究者の業績評価は研究論文等と並んで知的財

産を重視する。 

☑ 対応済   □ 対応できていない 

 

 高専が、教員評価において、評価項目に掲げ 

ている。 

 

 

④透明性・公正性に配慮した評価システムを構築

し学内に周知する。 

☑ 対応済   □ 対応できていない 

 

 各高専が、教員評価システムにより、透明性・

公正性を図るため周知している。 

 

 

⑤発明に関する権利を承継し実施料収入を得た場

合の発明者個人に還元すべき金額の支払ルールを

明確化する。 

☑ 対応済   □ 対応できていない 

 

 独立行政法人国立高等専門学校機構知的財産 

権取扱規則に定めている。 

 

 

 

⑥各大学の創意工夫に基づく特色ある大学知的財

産本部の整備・充実・強化を図る。 

☑ 対応済   □ 対応できていない 

 ５５高専を一法人で総括・運営するため、 

個別管理型知的財産組織を用いて、知的財産 

本部の基本方針のもと、高専が柔軟性を持った 

活動ができるようにしている。 

 

⑦知的財産の創出・保護・活用に関する基本的考

え方を確立する。 

☑ 対応済   □ 対応できていない 

 

 「知的財産ポリシー」において指針を定め、 

「知的財産ハンドブック」を作成し、高専教職 

 員へ周知している。 

 

⑧産学官連携と知的財産管理機能を集中し産業界

からみた窓口の明確化を進める。 

☑ 対応済   □ 対応できていない 

 

 高専に地域テクノセンターを設置し、共同 

研究等から特許等出願まで対応している。 

 

 

⑨知的財産の機関一元管理を原則とした体制を整

備する。 

☑ 対応済   □ 対応できていない 

 

 高専が知的財産の活用ができるように、高専 

機構は活動方針、規則等の検討等により総括し 

ている。 

 

⑩特許出願しない発明の研究者への還元や自らの

発明を異動先で研究継続できるような柔軟な措置

を講じる。 

☑ 対応済   □ 対応できていない 

 機関帰属としないものは、発明教員の個人 

帰属としている。 

 異動する教員については、研究が継続できる 

よう対応している。 

 

（「１０．知的財産の～」１応募機関２ページ以内）      13



【応募機関名称：独立行政法人 国立高等専門学校機構】 

 

⑪産学官連携ルール（営業秘密、共同研究による

知的財産の帰属等）や契約書の雛形などを整備し

外部に公表する。  

☑ 対応済   □ 対応できていない 

 

 高専機構で、ルールや契約モデルを作成し、 

高専が相手方へ提示している。 

 

 

⑫企業と大学等の協議結果を踏まえた共同・受託

研究契約の締結ができるよう柔軟性を確保する。 

  ☑ 対応済   □ 対応できていない 

 

 高専機構で作成した契約モデルは、相手方と 

交渉し変更できるものとしている。 

 

 

⑬起業する研究者の求めに応じた権利の移転や実

施権の設定を可能とする柔軟なルールを整備する。 

   ☑ 対応済   □ 対応できていない 

 

 高専に実施許諾契約の権限を委任し、相手方と 

交渉し契約を締結している。 

 

 

⑭研究マテリアルの移転条件や移転手続きを定め

たルールの周知を図り、使用の円滑化を図る。               

□ 対応済   ☑ 対応できていない 

 

 高専において、事例が少なく、個別に対応 

している。 

 

 

⑮発明者の明確化、共同研究成果の明確化等に資

する研究ノートの記載・管理方法について研究・

教育を実施し研究ノートの使用を奨励する。 

☑ 対応済   □ 対応できていない 

高専教職員対象の知的財産講習会（年１回） 

において、周知している。 

 また、学生の共同研究に参画する場合の指針 

においても研究ノートの管理を義務化している。 
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【応募機関名称：独立行政法人 国立高等専門学校機構】 

１１．現状に関するデータ 

①発明状況 

 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度見込 

 発明届出件数  件 ７３ 件 １０１ 件 １２８ 件 １２０ 件

    ②特許取得及び管理状況                                                        

特許権（国内） １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度見込

出願件数 ５３ 件 ９１ 件 １２７ 件 １００ 件

登録(権利化)件数  ２ 件 ６ 件 ４ 件 １３ 件

 

保有件数 ２３ 件 ２９ 件 ３３ 件 ４６ 件

    ③特許権（国内）のライセンス等収入 

実施許諾・譲渡 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度見込

件数 ９ 件 １３ 件 １３ 件 １９ 件

件数（ＴＬＯ経由） ０ 件 ０ 件 ２ 件 ５ 件

収入額 729千円 837千円 759千円 1,821千円

 

 

 

収入額（ＴＬＯ経由） 0千円 0千円 0千円 718千円

    ④共同研究（国内）受入実績 

 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度見込

受入件数 ３３９ 件 ４０９ 件 ５１４ 件 ５６５ 件 ５８２ 件

 

 

受入額 245,558千円 287,556千円 331,588千円 345,469千円 349,596千円

    ⑤受託研究（国内）受入実績 

 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度見込

受入件数 １０７ 件 １５５ 件 １９２ 件 ２１６ 件 ２５０ 件

 

 

受入額 256,114千円 412,742千円 437,414千円 430,185千円 487,564千円

    ⑥その他特色ある知的財産活動 

  １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 

 現代GP（知財関連

教育の推進） 
０件 ０件 ０件 ２件 １件

 （独）工業所有権 

情報・研修館補助

事業（知財教育） 

１５校 １５校 １４校 １３校 １５校

 

技科大との共同研究 ※受入れ件数 

長岡技術科学大学 １９件 ４３件 ３８件

     

 

豊橋技術科学大学 ２３件 ２８件 １０２件

 

全国高専テクノフォーラム 

参加者数 １５４名 ２１４名 ２６７名 ２６１名 ３５４名
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【応募機関名称：独立行政法人 国立高等専門学校機構】 
 
長岡技 全国各 拠点校

拠点校拠点校拠点校拠点校
拠点校 例え２＋５５技術相シーズ
システム

する三機

構築  （主に高専機構地域イ豊橋技地域共同地方公共
 
    を

ノ

   
 

大科校の中心・・・の技等に報情
関一体
元中本部ーシ大科クノセ団体
を校談ベテ
  各ば地  ョ  
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